
はじめに

糸満市では、平成19年10月に総務省から公表された「新地方公会計
制度実務研究会報告書」に基づき、総務省方式改訂モデルの財務諸表を
作成しています。今回は作成した財務諸表のうち、糸満市の普通会計の
財務諸表を公表します。

※普通会計とは、自治体間の比較のために用いられる会計区分です。

糸満市
財政課

平成２７年度決算 普通会計

財務諸表とは

以下の財務４表のことをいいます。

【財務４表】
貸借対照表（バランスシート）：糸満市が所有する資産や

負債の状況を表します
行政コスト計算書：人件費や減価償却費を含めた事業のコスト

を表します
純資産変動計算書：一年間の純資産の増減を表します
資金収支計算書 ：一年間の資金の増減を表します

【作成に用いる基礎データ】
糸満市では総務省方式改訂モデルを採用しております。当モデルで

は、地方財政状況調査表（決算統計）のデータを基礎数値として使用
しています。
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財務諸表の関連性

財務４表はそれぞれ関連性をもっています。

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

【資金収支計算書】
【純資産変動計算書】

次のページからは、

糸満市の財務諸表を
見ていくよ。
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糸満市の貸借対照表(バランスシート)
～糸満市の財産や借金はどれくらいあるのかな～

貸借対照表（バランスシート）は、会計年度末に糸満市が保有している
資産と、その資産を取得するために使ったお金の調達方法を表しています。
現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することができなかった、
市の財産や負債など、これまでの資産形成の結果を知ることができます。

平成2８年3月31日時点の人口：60,135人で計算

【資産の部】
公共資産・・・道路や学校など市が所有する

公共施設の総額

投資等 ・・・使途の特定された基金や、
外部団体への出資金などの
総額

流動資産・・・現金・預金などの総額

【負債の部】
地方債残高などの市の将来負担の総額

【純資産の部】
資産から負債を差し引いた金額

住民１人あたりの資産額
～糸満市が保有する資産の内訳は？～

貸借対照表（バランスシート）の資産の部を、住民１
人あたりに換算しました。

平成２７年度末時点で糸満市は、住民１人あたり約３６９

万４千円の資産がありました。その内訳をみると約３６０

万円が土地や建物（公共資産）、約６万１千円が有価証券

や定期預金等（投資等）、約３万３千円が現金や普通預金

等（流動資産）となっていました。

公共資産＝所有している
土地や建物、車など

約３６０万円

流動資産＝現金や普通預金等

約３万３千円

投資等＝有価証券や定期預金等

約６万１千円

単位：（千円）

【資産の部】 【負債の部】

公共資産 216,507,705 固定負債 20,307,050
地方債 17,842,825
退職手当引当金 2,464,225

投資等 3,663,703 その他 0
投資及び出資金 353,330
基金等 3,035,304 流動負債 2,019,765
その他 275,069 翌年度償還予定地方債 1,856,303

賞与引当金 163,462
その他 0

流動資産 1,961,832
現金・預金 1,874,592 負債合計 22,326,815

未収金 87,240 【純資産の部】
純資産合計 199,806,425

資産　合計 222,133,240 負債+純資産　合計 222,133,240

借方
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貸方

750,658
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行政コスト計算書
～公共サービスにかかるコストは？～

公共サービスを提供する際に発生した支出と、それらの対価と
して得られた収入を計上しています。

1年間の行政コストを年収200万の家計に換算

平成２７年度決算では、医療費（34.0％）の割合が最も大

きい結果となりました。医療費（社会保障給付費）の割合が大

きいことから、糸満市は福祉や生活保護にかかる行政サービス

に力を注いでいることが分かります。

【経常費用】

人にかかるコスト・・・職員給与のほか、賞与引当金や退職手当引当金の
繰入額など

物にかかるコスト・・・委託料や消耗品の購入、維持補修費、資産から
生じる減価償却費など

移転支出的なコスト・・・社会保障給付や国民健康保険事業への繰出金など

その他・・・支払利息など

【経常収益】

公共サービスの直接の対価である収入（税収などは含まれません）

単位：（千円）

金額

経常行政コスト 24,179,895

人にかかるコスト 2,897,327

物にかかるコスト 8,443,921

移転支出的なコスト 12,444,525

その他のコスト 394,122

経常収益 653,853

使用料・手数料 266,446

分担金・負担金・寄附金 387,407

純経常行政コスト 23,526,042

区分

家計の支出項目
家計の出費額

（千円）
財務諸表項目

構成
比率

食費 219 人件費 11.0%

外食費 20 退職手当引当金繰入・賞与引当金繰入 1.0%

水道光熱費・衣服費・旅費等 239 物件費 11.9%

家の修理費 26 維持補修費 1.3%

減価償却費 434 減価償却費 21.7%

医療費 679 社会保障給付 34.0%

お祝金・お見舞金等 113 補助金等 5.7%

子供への仕送り 210 他会計等への支出額 10.5%

自治会費 27 他団体への公共資産整備補助金 1.3%

借金の金利 23 支払利息 1.1%

雑費 10 その他行政コスト 0.5%



純資産変動計算書

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資
産が１年間でどのように変動したのかを示しています。

平成２７年度決算では、前年度に比べ、純資産が減少しま

した。これは税収や補助金などの純資産を増加させる要因

（収入）より、行政コストなどの純資産を減少させる要因

（支出）の方が上回っていたことを示しています。

資金収支計算書

貸借対照表の現金が１年間でどのように変化したのかを表し
ています。現金の使いみちによって３つの区分に分け、どのよ
うな行政活動にいくら使ったのかが分かります。

前年度の純資産残高

当年度の純資産残高

増加要因

減少要因

前年度の資金残高

①経常的収支

②公共資産整備収支

③投資財務的収支

当年度の資金残高

経常的収支
行政サービスの提供に必要となる人件費や物件費などの支出と、
税収などによる収入が計上されます。

公共資産整備収支
道路や公共施設の取得のために支出した金額と、その財源として集
めた地方債や国・県からの補助金が計上されています。

投資・財務的収支
支出には基金への積立額や地方債の償還額が、収入には新たに
発行した地方債の収入や貸付金の回収額等が計上されます。

単位：（千円）

前年度末の残高 201,135,651

純経常行政コスト △ 23,526,042

経常的な収入 22,241,557

臨時損益 △ 12,538

その他 △ 32,203

当年度末の残高 199,806,425

単位：（千円）

前年度末の残高 370,166

経常的収支 2,979,895

公共資産整備収支 △ 283,601

投資・財務的収支 △ 2,315,802

当年度の資金変動額 380,492

当年度末の残高 750,658


